
 
 

栃木市に現存する歴史的建造物の地震被害および 
構造特性に関する調査研究 

 
 

横内　基＊1，大島　隆一＊2，大橋　好光＊3 

 

Research on Earthquake Damage and Structural Characteristics of

Existing Japanese Traditional Buildings in Tochigi City

 

Hajime YOKOUCHI , Ryuichi OSHIMA , Yoshimitsu OHASHI

第　45　号（2012） 123－132
小山工業高等専門学校研究紀要 123

Tochigi City in Japan is left with many traditional buildings, which fo1m the historic townscape. The 20 I L 

off the pacific coast of Tohoku Eatthquake on March 11, 201 I and subsequent aftershocks caused damage to many 

of tl1ese traditional buildings. 01uy few data are available on seismic perfonnance of these buildings at present. 

Therefore, in this paper, the researchers conducted study and survey relevant for these buildings. The following 

activities were taken place. 

l. Collecting and analyzing seismic records observed around the area concemed as well as evaluating input 

motion characteristics for the subject area. 

2. Field survey was conducted to understand the drunage situation caused by series of earthquakes. Then consider 

由erelationship between the damage trends and the various ir1Auencing factors. 

3. Vibration measurements were performed on traditional buildings in tl1e subject area, and comprehend the 

vibration characteristics of traditional buildings. 

KEYWORDS: The Great East Japan Earthquake, Seismic Performance, Seismic Response, Vibration 

Measurement. Preservation Districts for Groups of Traditional Buildings 

, • はじめに

栃木県栃木市では、圏1に示す栃木町地区と嘉

右衛門町地区の 2地区に対して、歴史的資産を保

全しながら、より安全 ・安心な町並みをつくるべ

く、伝統的建造物群保存地区の制度を活用 した町

並み整備を進めている。 この内、嘉右衛門町地区

については本年7月に重要伝統的建造物群保存地

区に選定され、栃木町地区については伝統的建造

物群保存地区指定の準備を推進しているところで

ある。なお、以降では嘉右衛門町地区と栃木町地

区を総称して単に“伝建地区”と呼ぶこととする。
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2011年 3月 11日

に発生した東北地方

太平洋沖地震ならび

にその後の余震（以

下、一連の地震）では、

この伝建地区および

その周辺に現存する

数多くの歴史的建造

物（江戸末期から昭

和初期に建てられた

建造物）に被害が生

じた。伝統的建造物

群を恒久的に維持保全するためには、突然の地震

に備えて学術的裏付けに基づいた万全の耐震対策

を構築することが重要である。 しかしながら、当

該建造物群の耐震性に関するデータは極めて乏し

いのが現状である。

そこで、土蔵造りを主とする伝統的建造物群の

地震防災対策に資する基礎データを蓄積すること

を目的に、栃木市に現存する歴史的建造物の地震

被害と耐震性に関する調査研究を実施する。

2 栃木市伝建地区の特徴

2. 1 町並み形態

伝建地区およびその周辺には、現在でも見世蔵

（店舗兼住宅として使うことを目的とした土蔵造

りの建造物）や土蔵をはじめとする歴史的価値の

高い建造物が群として数多く残り、特徴的な歴史

的風致をつくり上げている。伝建地区内には、表

1に示すように約330棟(2011年4月 1日時点）の

歴史的建造物が現存している。この地区では、道

路に面する間口が狭く、奥行が長い住戸区画が多

い。そのため、表通りに面して間口の区画幅を最

大限に利用した見世蔵や木造店舗が建ち並ぴ、そ

の背後の木造住居や土蔵と一体化されているもの

も多い。このような場合、木造民家と土蔵造り等

の異種構造を一体化しているために、立体効果や

連成効果等によって単体の建造物とは全く異なる

耐震性能を示すことが考えられる。

2. 2 伝建地区周辺の地盤構造

栃木市は栃木県の西南部にあり 、地形は足尾山

栃木町地区※ 嘉右衛門町地区 計

見世蔵 27 7 34 

塗屋 3 I 4 

土蔵 66 56 122 

石蔵 7 6 13 

木造店絹・住宅 93 56 149 

社寺建築等 8 3 11 

その他
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表 1 歴史的建造物の内訳

※関査開始当初に計画されていた地区内に現存する達造物数
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地の東南部を占める山地部と、その東縁に広がる

平地部とから成っている。伝建地区がある巴波川

流域の市街地は、思川水系によってつくられた低

地地形で、 主として段丘礫層と関東ローム層、あ

るいは砂礫層等の表居堆積屈から成っている I)。

伝建地区周辺（図1中A,.....,C点）のボーリング柱状

図を図2に示す。いずれのボーリング地点も表層

直下から主に砂礫層で構成されており、GL-4"-'6m

以深にN値が 40以上の締まった層が存在する。

部分的にコン トラス トの大きい層が存在する地点

もあるが、伝建地区周辺の地盤構造は比較的良好

であることが確認できる。なお、地下水位はいず

れの地点でも GL-1.8,.....,2.Sm付近にあることがわ

かった。
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2. 3 栃木県および伝建地区周辺の地震歴

栃木県内における主な被害地震は、文献 2),.....,5)

によると 1659年以降350年以上の間に 15回程度

発生している。図3には、気象庁が栃木市旭町（市

立図書館）に震度計を設置した 1996年以降の震度

3以上の地震発生回数を年別に示している。1996

年から 201l年までに全国で最大震度3以上の地

震が 5191回観測されている。それに対して、栃木

県内の観測回数は402回（全国の 7.7%)であり 、さ

らに伝建地区近傍の栃木市旭町では81回（全国の

1.6%)であった。この結果より 、栃木県は全国で

も地震発生回数が少なく 、さらに県内でも栃木市

の伝建地区周辺では特に地震の発生頻度が少なか

ったことが明らかになった。

3 東北地方太平洋沖地震の特性

3. 1 伝建地区周辺で観測した地震波の概要

2011年 3月 II日14時 妬 分に発生した東北地

方太平洋沖地震（本展）について、伝建地区周辺の

気象庁発表震度を表2に、栃木市庁舎の表恩地盤

で観測した加速度波形の時刻歴を図4に、最大値

一覧を表3に示す。各図表には、栃木市庁舎の最

寄りの K-NET観測点である K-NET小山

(TCG0l2)の記録も併せて示している。なお、栃

木市庁舎と K-NET小山は直線距離で約 12km離れ

ている。気象庁の発表 6)によると、伝建地区周辺

の震度は栃木市旭町（市立図書館）で震度5弱、栃

木市入舟町（栃木市庁舎）で震度4であり、栃木市

庁舎における地動加速度はNS方向の 196.8Galが

最大であった。これらの値を K-NET小山の記録

と比較すると、設箇条件の違いによる影靱も考え

られるが、栃木市庁舎で観測された地震動の各値

の方が著しく 小さいことがわかった。

3. 2 Sa-Sdスペクトル

本猿以降の2011年9月30日までに栃木市庁舎

で親測した地震（合計111波）のSa-Sdスペク トル

(h=S¾) を図 5に示す。 図中には、 限界耐力計算 7)
での工学的基盤における標準スペク トルS叫稀に

発生する地震）を限界耐力計算法の略算法による

第 2種地盤の地盤増幅率で増幅させたスペク トル

表2 発表震度 表3 最大値一覧
栃木市入舟町 項目 観測地点 NS EW UD 

（栃木市庁舎） 加速度 訴木市庁舎 196.8 129.0 77.3 

栃木市旭町
5弱

[Gal] K-NETヽIヽ山 298 8 417.6 254.8 

(lll立図●館） 逗虞 栃木市庁舎 10,1 8.4 6.4 

小山市神鳥谷町
5強

[kme] K-NET小山 30 9 25.5 10.S 

(K-NET小山） 変位 L砺木市庁會 53.0 67.8 69.3 

伽ml K-NET小山 172.8 l~.8 94.1 
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図4 栃木市庁舎の地動加速度時刻歴
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図5 Sa-Sdスペク トル(h=5%)

（以下、 告示スペクトル）を併せて示している。ま

ず、3月 11日の本震について見ると、地震動の特

性として建物周期がおよそ 0.6秒を境に応答特性

に著しい差異が見られる。つまり建物周期が 0.6

秒以下の建物の応答が大きくなる傾向が見られ、

その大きさは告示スペクトルと同等以上であった。

特に NS,EW方向共に建物周期が 0.10,..,.,0.20秒お

よび0.45,.._,0.50秒の応答が大きくなる特性が確認

できた。

一方、一連の地震を比較すると、本震による地

震応答が最も大きく 、次いで 4月 16日11時 19

分に発生した茨城県南部を展源とする地猿（茨城

県鉾田市当間で最大震度5強、栃木市旭町：震度4、

栃木市入舟町：震度4)が大きいことがわかった。

この地震ではNS,EW方向共に 0.40秒付近の建造

物の応答が大きくなる特性であった。

今回の一連の地震により被災した伝統的建造

物の中には、所有者も被災時期を把握していない

が余震によって被害が発生、あるいは拡大したも

のもあった。それらは4月 16日の余震による影幣

が大きいと推察される。
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4. 東北地方太平洋沖地震による建造物

の被害状況

4. 1 現地調査の方針および方法

現地調査の主な目的は、一連の地震による歴史

的建造物の被害状況を把握すること、さらにそれ

ら建造物の耐震性能を評価するために必要な建物

規模や構造部材寸法等を実測することである。

那鴎暉は、①澤目槻調査、②聞取調査、③構

造実測凋査、③麟測定、⑤詳細調査の5つのグレ

ードで行った。調査を行った建造物(272棟）の内訳

は表4に示す通りであり、調査を開始した時点で栃

木市より報告を受けた歴史的建造物(334棟）の81%

の建造物に対していずれかの調査を実施しtc.,
現地にて確認できた損傷については、その場で

可能な限り所有者に損傷の経過を確認したが、所

有者自身も把握できていないことが多く 、一連の

地震被害によるものかどうかを明確にできない事

例が多々あった。そこで、一連の地震による被害

に拘らず現地にて確認した損傷をすべて記録し、

調査終了後にそれぞれの損傷経過を表5に示すよ

うに分類した。また、「木造建築物の被災度区分判

定基準およぴ復旧技術指針」 8)に示される部位別

の損傷状況ランクを参考にして、現地にて確認し

たそれぞれの損低の程度を損傲ランク I(軽微）→

TI (小破）→III (中破）→IV(大破）→V(倒壊）の5段

階で定量的に評価した。なお、損傷経過や損傷程

度の判断は、主観的にならないように複数人で議

論して決定した。

4. 2 被害の全体概要

損傷経過別の棟数分布を建造物種別に拘らず図

6に示す。ここで、損傷経過が異なる複数の損傷

が確認された建造物については、表5に示した順

番で最上位に該当する建造物として算入した。調

査した建造物 272棟の内の 64%にあたる 175棟

(552箇所）において、何らかの損傷が確認された。

この内、一連の地震による損低（損傷経過◎）、な

いしは一連の地震によると思われる損傷（損傷経

過0)がある建造物が 119棟、さらにその他に以前

からの損傷が地震により進展したと思われる建造

物（損偽経過▲）が26棟あり、合計で 145棟が一連

の地展によって何らかの損傷を被ったことになる。

また最大損傷ランク別の建造物の棟数分布をその

損傷経過に対応させて建造物種別に拘らず図7に

示す。一連の地震による被害（損低経過◎と0)で

は損傷ランク IIが最も多く、それらの建造物以外

で以前からの損傷が進展したと思われる被害（損

傷経過▲）については損傷ランク皿やWで多く確

認された。損傷ランクをVにした5棟については、

いずれも今回の地震以前から生じていた損傷に起

因するものであった。その状況としては、土塗壁

の大規模崩落やそれに係る貰や竹小舞の露出 ・折

損が進展した土蔵が3棟、柱脚が腐朽し土台と離

縁している木造住居が1棟、残留変形や経年劣化

が顕著な木造住居が 1棟であり、いずれも倒壊は

していないが構造耐力上致命的な著しい損傷を受

けていると判断した。なお、この内の土蔵1棟と

木造住居2棟については空き家であった。

建物種別

見世戴

土厩

塗屋

木造住宅・店鑓

社寺

石蔵

その他

合計

50 I 

40 

30 
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10 
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表4 現地調査建造物の内訳
構造種別
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4. 3
 

建造物種別ごとの被害の特徴

(a) 見世蔵•土蔵

見世蔵・土蔵の損供部位別の棟数分布を図8(a) 

に示す。見世蔵と土蔵では損傷の形態は概ね似て

おり、主に耐力壁、屋根、鉢巻の損傷が多かった。

一連の地震に係る被害（損傷経過◎，0,▲）につい

て見ていくと、まず耐力壁の損傷形態としては、

損傷ランク I,...,__,m程度の開口隅角部周りのひび割

れや、外壁の部屋内側に水平ひび割れが多く確認

された。この水平ひび割れは、貰もしくは鉢巻下

端にほぼ対応する位置に生じていた。また、損傷

ランクを1Vと判定したものの多くは、土塗壁が一

部崩落するほどの損傷を受けたものが多かった。

次に、屋根については、損傷ランクn,.__,m程度

の棟瓦の落下や瓦が部分的にずれる被害が多かっ

た。なお、被害を受けた瓦は全て土笠きであった。

さらに、土蔵造り特有の部位である鉢巻について

は、仕上げの漆喰が剥落した程度の軽微な被害の

ほかに、塗土が大部分にわたり崩落する被害が7

棟であった。また、鉢巻が影響していると考えら

れる被害として、上述したように鉢巻下端位置に

概ね対応する内部壁面の水平ひび割れ（写真1)を

16棟で確認し、その中には水平ひび割れ上部の壁

が容易に視認できるほど屋外側に傾斜しているも

のもあった。

(b) 木造（住居 ・店舗）

木造（住居 ・店舗）の損傷部位別の棟数分布を図

8 (b)に示す。木造（住居・店舗）では、主に耐力壁、

屋根、軸組の損傷が目立った。一連の地震に係る

被害（損傷経過◎，0,▲）について見ていくと耐力

壁については損偏ランク I,.....,II程度のひび割れが

多かった。また、屋根の被害としては垂木の折損

により屋根が陥没したために損傷ランクWと判断

したものが l棟あるが、それ以外は見世蔵や土蔵

と同様に、土葺きの屋根で棟瓦の落下や

瓦が部分的にずれる被害が多かった。軸

組については柱が 1,.....,3°程度の範囲で

傾斜している事例が多かった。

一連の地震に拘らず構造部材の腐朽や虫害、雨

漏り等の耐久性に係る損傷は28棟で確認され、こ

の内の 12棟については、その損傷が地震によって

露わになったと考えられるものであった。耐久性

に起因する特徴的な地震被害と しては、土蔵造り

の大壁において厚い土塗壁に埋没しており通常な

らば視認できない部分の土台や柱が腐朽していた

ために、壁が地猿動によって沈下し大規模崩落を

招いた事例があった（写真2)。また、土蔵や見世

蔵では、大谷石や岩舟石などの基礎石が建造物の

外周を囲んでいるため、床下の通気性が悪く 、土

台や1階の床板が腐朽 ・脱落している事例が今回

の地震被害に関係無く 11棟で確認された。

4. 

゜

5
 

町並み形態等に伴う被害

今回の地震によって、近接している隣棟との衝

突によると思われる被害（写真3)が 12棟で確認

された。その中には、見世蔵の裏手に連結してい

る木造住居で地震以前から生じていた柱の傾斜が、

棟数

50 le~ ta)~ 見世蔵 • 土i
40 -1 

30 

目紺-;-'
OA△ OAA OAA O A A が~OA A 〇 A A 0AA 

蘭ヵ位嵐禎泊i贔籍仕上材底籍溢蓬才のX他

棟数
50 

40 

30 

20 

10• ―’ 

゜
0 • 1> 0 • △ 0 • 1> 0 • 1> o .. △ O • I> 0 • 1> 

貸ヵら直箱贔蘊俎上X材底籍迄面 iのX他

図8 損傷部位別の棟数分布

4. 4
 

耐久性に係る被害
写真1

土壁の水平ひび割れ
写真2

柱脚の腐朽
写真3

隣棟との衝突
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見世蔵とは反対方向

へ大きく進展（最大

30程度）した事例

（写真4)があった。

現時点でその原因は

明らかでないが、木

造住居に比べて剛性

の高い見世蔵が、木

造住居を反対側へ弾

き飛ばすような現象

が起こったことも考

写真4 住居の柱の傾斜

えられる。さらに、今回の地震被害ではないが、

隣棟からの雨水の撥ね水を受けて、仕上げ塗りの

漆喰が時間経過とともに構面全面にわたり剥落し

てしまった事例があった。現時点では主要構造部

に及ぼす影響は小さいものと考えられるが、その

まま放置し続けることによって主要構造部に致命

的な影蓉を及ぼすことが危惧される。

一方、残念ながら今回の地震を機に数棟の土蔵

が解体された。その内の 1棟は、風雨対策のため

の被災部位の応急措置が不十分であったために、

風雨によって士塗壁が大規模崩落を招き解体に至

ってしまった（写真5)。また、道路境界に近接し

て建つ土蔵（写真6)の瓦が地震によってずれたこ

とで、所有者が公道に落下することを危惧して解

体に至った事例もあった。二度とこのような事態

を招かないために、応急措罹への迅速かつ適切な

対応や、危険個所ならびに避難経路等の共有など

の防災体制について、所有者と自治体らが連携し

て構築する必要性を改めて認識した。

5 歴史的建造物の建物規模および主要

構造部材の傾向

5. 1 対象建物ならびに分析方法等の概要

現存する歴史的建造物に対して、筆者らが実施

した現地実測調査データを基に、建造物の耐震性

能に係る建物規模や主要構造部材寸法等について

分析する。

分析にあたって、先に示した現地実測調査デー

タのほかに、河東らによって実施された既往の調

査データ 9.10)から、建物規模や構造部材寸法等を

評価するために必要な情報を抽出した。評価項目

は、延床面積、各階床面積、建物重最、柱 ・壁の

,-疇

写真5 2次被害の様子 写真6

1400 

1200 

＾ ~~10800 00 

囀w 600 

鋼泰製 42 00 00 

゜゚

道路に近接する土蔵

SO 100 150 200 250 

廷床面積I:A(m)

図9 建物重量と延床面積の関係

寸法および嶽、ベースシア係数とした。なお、栃

木市の歴史的建造物の中には、隣接区画の建造物

との隙間が極めて狭く 、場所によっては敷地境界

を跨ぎ隣家と一体化させているものや、表通りに

面して建てられた見世蔵や木造店舗と、その背後

の木造住居や土蔵とが一体化されているものなど

が多くある。本検討では、それら複数棟が一体と

なっている建造物については、それぞれ個別の棟

として分析した。

5. 2 建物重量と延床面積

各建造物の建物重量と延床面積の関係を図9に

示す。ここで、建物重拡は「重要文化財（建造物）

基礎診断実施要領（以下、基礎要領）」 II)に示され

る床面積あたりの重最に従って算出した。延床面

積は木造建造物と土蔵が 30,...,_,220m文見世蔵が40

,.._,120m2の範囲に分布している。見世蔵や木造建

造物については棟によってその大きさが区々であ

るのに対して、土蔵については 50ni2前後のもの

が多く見られる。一方の建物重量については、建

造物種別ごとに延床面稼に対して比例的に上昇す

る傾向が見られる。線形近似式により延床面積か

ら建物重醤を評価すると、木造建造物は3.03Xr 
Aとなるのに対して、見世蔵の建物重品は6.35X

rA、土蔵は5.81X rAとなり、土蔵造り（見世蔵
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と土蔵を合わせてこのように総称する）は木造に

比べて土塗壁の壁厚が大きいために延床面積が同

じであっても建物重贔が大きくなっている。ここ

で算出した建物重藷は、床面和あたりの重最から

導いた値であるため、高い精度は期待できないが、

建物重景を把握するための一つの目安になると考

える。

5. 3
 

柱断面寸法と壁厚の関係

各建造物の主要な柱断面寸法と土塗壁厚さの

関係を図 10に示す。柱寸法は、木造が□100,...,__, 

130mm程度、土蔵造りが口J00,..._,160nun程度であ

った。また、図11に示す主要な柱断面寸法と 1階

床面積との関係を見ても、柱寸法が床面積に対応

して大きくなるような傾向は見られなかった。土

塗壁の壁厚（仕上げ塗も含む）については、木造も

這造りも柱寸法に依存する傾向は無く、木造で

は 60mm前後を中心に 50,..._,1001nn1程度の範囲で

分布し、土蔵造りではおよそ 220皿 n前後を中心

に 150,...,__,300mm程度の範囲で分布している。

5. 4
 

柱量

1階柱断面積の総和と 1階床面積との関係を図

12に示す。図中には、重要文化財（建造物）所有者

診断叫こ示されている床面積に対して柱の本数や

太さが耐震的に適切であるかどうかの判断基準を

併せて示している。所有者診断では、床面和あた

りの柱堡が基準値より大きいものほど耐震的に適

切との評価になる。

這碑面積の0.01倍を下限として概ね分布し

ているのに対して、木造建造物は床面積の 0.005

倍前後に分布する傾向が見られる。土蔵に比べて

木造建造物の柱籠が少ないのは、ほ

とんどの土蔵の柱が建物外周に一定

間隔（概ね 9101run)で規則的に配置

されているのに対して、木造建造物

では間取りによって柱間隔が不規則

であること、さらに同じ床面和でも

土蔵に比べて木造建造物の柱断面が

小さいこと（図 11参照）などが理由

として挙げられる。また、見世蔵の

柱最は、土蔵よりも少なく、木造建

造物と同程度である。これは間口方

向に大きな開口部があるために、そ

1.8 

この柱量が少なくなるからである。
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建造物の主要な耐猿要素として、無開口の全面

壁（土塗壁）が挙げられる。ここでは、間口と奥行

の各方向に抵抗する全面壁の断面積を算出し、そ

れを各建造物の延床面積で除して基準化した数値

を壁址と定義して検討する。 1階の間口方向と奥

行方向の壁址を比較して固 13に示す。土蔵の壁籠

は、延床面和のおよそ 0.1倍以下の範囲で棟によ

って区々に分布しているのに対して、木造建造物

では垂壁付独立柱が多いため、土蔵に比べて壁最

は少なく、およそ延床面積の0.02倍以下の範囲に

分布している。見世蔵については、奥行方向は棟

によってその址に差異があり 、概ね土蔵と同じよ

うな傾向が見られるのに対して、大きな開口部を

有する間口方向については棟による差異が小さく 、

図10

゜

壁量

120 130 140 

主要な柱断面寸法(mm)

土塗壁厚さと主要な柱断面寸法の関係
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壁湿は概ね延床面積の0.02倍程度 ご1

△ 

芯 l
... I 

゜
の一定であることが確認できた。

1.2 

細

5. 6 土蔵造りの保有水平耐力
恒択!!I: i.J:: 如4 00 

匡 0.8 も゜゜゜ 麒歴、-0.6 ゜ ゜゜
00 

°゚
C. 

300 △ 

゜゚
,9 0 0 

這造りの保有水平耐力などに ゜△ ° 
゜

0.4 ° △ ゜200 A O O 0 

°゚の関する既往の研究は少なく、耐震 08 0 ゜ △ 

゜゜100 0 C も 0.2 

゜性に関する学術的な裏付けが少な ゜゜゜い。そこで、土蔵造りの全面壁に

のみ着目して保有耐力やベースシ

ア係数を概算的に算出し検討する。

算出にあたり、まず基礎要領で想定している全面

土塗壁の荷重変形関係に従い、各全面土塗壁の断

面和からせん断耐力を求めた。そして、間口と奥

行の各方向に抵抗する全面壁のせん断耐力の総和

をそれぞれ算出し、それを各建造物の建物重最で

除した値をベースシア係数とした。建物重最には

5.2節で算出した値を用いた。

1層のせん断耐力とベースシア係数について

間口方向と奥行方向で比較したものを図 14およ

び図 15に示す。土蔵は方向に関係なく 50"-'500kN

程度の耐力を有し、ベースシア係数にすると

Co=0.2.......,1.0程度の範囲に分布することがわかっ

た。一方の見世蔵は、先の壁撰で述べたのと同様

に奥行方向は概ね土蔵と同じ傾向であるのに対し

て、間口方向については奥行方向よりも小さく、

棟によらず耐力は 100.......,200kN程度となり、ベー

スシア係数でCo=0.2程度になることがわかった。

なお、一部ではCo=0.2を下回る建造物があるもの

の、それらの建造物は今回の一連の地震によって

顕著な構造被害は生じていなかった。

0 100 200 300 400 500 600 700 800 0 0.2 0.4 0.6 0.8 I 1.2 1.4 

間口方向 間口方向

図141層せん断耐力(kN)の関係 図15ベースシア係数の関係

表6 振動測定実施要領

6 歴史的建造物の振動性状

6. 1 対象建物および振動測定方法

歴史的建造物の地震対策及び耐澁性能評価や損

傷評価等に資するデータを蓄和することを目的に

振動測定を行い、それら建造物の固有周期や減衰

定数を評価する。

振動測定を実施した建物は全 30棟であり、そ

れらの内訳は表2の調査4として示した通りであ

る。これらの建造物に対して、常時微動測定（一部

の建造物については人力加振測定を併せて実施）

を行い、固有周期と減衰定数を評価した。

測定方法

減衰評価
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（一部、人力加振測定を併行）
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奥行方向の固有周期 [sec)

図16 1次固有周期の間口方向と

奥行方向の関係

振動測定の実施要領を表6に示す。測定は、サ

ーボ型速度計（東京測振製：VSE-15D)を1階と 2

階、小屋祖の図心位置付近に設置し、間口方向と

奥行方向についてそれぞれ計測した。測定サンプ

リング周波数は IOOHz(一部 200Hz)とした。得ら

れた速度波形を 4000個(40秒）ずつ抽出して、そ

れぞれのパワースペクトルを求め、それらをアン

サンブル平均したスペク トルの卓越周期から 1次

固有周期を評価した。減衰定数は、常時微動測定

についてはRD法 13)で、人力加振測定については

自由振動波形から対数減衰 13)によって評価した。

6. 2 固有周期

間口方向と奥行方向の 1次固有周期の関係を

図 16に示す。木造の住居や店舗では、それぞれの
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建造物の間口方向と奥行方向と

で固有周期に大きな違いは無く、
0.07 

概ね0.17,.....,0.41秒であった。土

蔵については、全ての棟で間ロ

や奥行の方向に関係なく、短辺

方向（妻側）の固有周期が長辺方

向（平側）よりも長くなり、短辺

方向で0.19,.....,0.46秒、長辺方向

で0.09,.....,0.25秒であった。これ

は、短辺方向では負担する建物

重藷に比べて剛性に寄与する土

塗壁が少ないことが最も影響し

ていると思われる。短辺方向の固有周

期が長い上位3棟は、辺長比（短辺方向

の長さに対する長辺方向の長さの比）

が2_7,...__,3_3と大き く、測定を実施した

他の土蔵に比べて特異な平面形状をし

ているものであったために、その影器

が顕著に表れている。

見世蔵については、間口方向（平側、

長辺方向）が 0.27,.._,0.40秒、奥行方向

（妻側、短辺方向）が 0.25,...__,0.31秒であ

った。それぞれの棟ごとの間口方向と

奥行方向の固有周期に著しい差異は無

いものの、全ての棟で短辺方向（奥行）

に比べて長辺方向（間口）の固有周期が

長くなり、土蔵とは全く逆の傾向が確

認された。これは、大きな開口部があ

る間口方向の壁量が少なく剛性が低い

ために、固有周期が長くなっているも

のと考えられる。
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図17 減衰定数の間口方向と

奥行方向の関係
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図 18 固有周期と

減衰定数の関係

写真7 見世蔵の外観および地震計設置状況
0.30 

§ §a  

百s)1/lflll!I: 固

• ． ． 
◆ ． ． 

• t. . ヽ．．◆ •． ‘暑”I ◆ ． ． ◆ 
． ． ．．．ヽ.... . • ． 

0.10 

7/26 9/14 11/3 12/23 2/11 4/1 5/21 

地震観測8

図19 1次固有周期の推移

7. 見世蔵の地震応答性状

6. 3 減衰定数

間口方向と奥行方向の減衰定数の関係を固 17

に示す。木造建築物の地農応答解析では、内部粘

性減衰定数としてh=3,...._5%を用いることが多

い。それに対して、本研究で得られた減衰定数は、

それぞれの棟における間口方向と奥行方向の減衰

定数に大きな違いは無く、また建造物種別に拘ら

ず概ね2,...._,5%に集中する結果であった。図 18

には固有周期と減衰定数の関係を示している。い

ずれの種別および方向でも、固有周期と減衰定数

との間には明瞭な相関性は見られなかった。

見世蔵の地震応答性状を把握することを目的に、

伝建地区内にある小山高専サテライトキャンパス

の1階床上（下部）および隣接する見世蔵（平入り、

差掛け屋根）の小屋組上（上部）に地震計を設置し、

強震観測を継続して行っている。見世蔵の外観お

よび地震計設置状況を写真7に示す。強震観測を

開始してから2012年4月 1日までに上部と下部で

計22回の地震を観測仇o速度記録）した。まずは、

これらの上部と下部の加速度波形を周波数領域に

変換 し、 伝達関数（パワースペク トル比：上部I下

部）を求め 1次固有周期を評価した。1次固有周期

の推移を図 19に示す。固有周期は、間ロ ・奥行方

向共に、親測を開始した当初から伸びるような傾

向は見られず、数度の地震を経験した後でも建造
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物の剛性が低下することなく 、構造的

に概ね健全であることが確認できる。 "[; 120 

図 20には見世蔵の地震応答性状を 危100
~ 

把握するために、上部と下部の最大加 " 
•n 

速度の関係を示している。下部の最大

加速度に対する上部の最大加速度の比

（以下、 応答倍率）は、地震波に拘らず

間口方向（平側）が 1.5倍程度であるの

に対して、奥行方向（妻側）では 3.5倍

程度となり 、奥行方向の方が大きく増

幅されることがわかった。このように

奥行方向の応答倍率が大きくなる原因

を探るために、応答倍率の計算値と実測値の比較

を図 21に示す。ここで、計算値とは各観測地震波

から評価した固有周期（図 19参照）となる 1質点

系モデルに対して下部の観測地震波を入力する弾

性応答解析（内部粘性減衰h=5%)を行い、その

最大応答加速度を入力地震波の最大加速度で除し

た値である。間口方向の実測値は、計鍔値とよく

一致する傾向が見られ、実挙動は概ね1質点系で

模擬できる様子が伺える。一方の奥行方向につい

ては、計算においても応答倍率が間口方向より大

きくなることが確認できる。さらに、実測値は計

算値よりも大きくなり、奥行方向の実地猿時挙動

については1質点系モデルによる周期特性を考慮

した検証だけでは説明できない複雑な挙動を示し

ていることが確認できた。
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8 あとがき

：研究では、伝統的建造物群の地農防災対策に

資する基礎データを蓄積することを目的に、栃木

県栃木市に現存する歴史的建造物についての調

査 ・研究を実施した。本研究より 、東北地方太平

洋沖地裳による歴史的建造物の被害状況、および、

被害をもたらした地震動の特性や地盤構造、建造

物の振動特性などを明らかにした。

今回の調査研究によって明らかになった知見

を活かし、 地震に対してより安全 • 安心な町並み

が形成されることが望まれる。
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高等専門学校横内研究室、同 ・大島研究室、東京都市大学

大橋研究室が分担して実施した。なお、本調査研究の一部

は栃木市からの受託事業として実施した。調査にご協力く

ださった所有者の皆様ならぴに関係各位、さらに調査研究
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